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◦事業所数� 29社
◦保険料率
　健康保険 7.5%� 事  業  主　 4.8%
� 被保険者 　2.7%
　介護保険 1.55%� 事  業  主 0.775%
� 被保険者 0.775%

　　 任期：2021年4月16日まで （2019年8月31日現在）（敬称略）
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2019年7月29日開催の組合会において、
当健保組合の2018年度決算が可決・承認されました

　医療費等保険給付が5%増えましたが、保険料の微
増、高齢者医療制度への納付金等の一時的な減少など
により、経常収支は180万円とわずかですが黒字とな
りました。
　納付金は、算出過程（概算・精算差額等）の影響に
より一時的に減少したものの保険料の45％以上を占
めています。
　医療保険制度のしくみ上、納付金は健保組合の自
助努力で負担を減らすことはほとんどできないなか、

2022年から団塊の世代が75歳以上の後期高齢者とな
り拠出額の大幅な増加が見込まれます。
　収支残金は、財政悪化の際に活用するために別途積
立金として保有しています。
　みなさんには、はしご受診や時間外受診を控える、
ジェネリック医薬品を使用するなどの医療費適正化、
保健事業を利用したウォーキングなどの体力づくり、
被扶養者の定期的な健診受診など、健康増進活動の心
がけをお願いします。

組合会議員

2018年度収入支出決算概要表
■収入

科目
決算額（億円）

2017年度 2018年度
保険料 114.7 116.2
国庫補助金等 0.2 0.1

経常収入合計 114.9 116.3
調整保険料収入 2.1 2.1
財政調整事業交付金・他 1.7 2.0
納付金補助金 7.8 9.0
別途積立金繰入金 6.0 6.0

合計 132.6 135.4

納付金が財政を圧迫
今後も強いられる厳しい財政運営

■支出

科目
決算額（億円）

2017年度 2018年度
事務費 0.9 1.0
保険給付費 55.3 58.0
納付金 55.7 52.8
保健事業費 4.1 4.5
その他 0.1 0.1

経常支出合計 116.1 116.3
財政調整事業拠出金・他 2.1 2.1

合計 118.2 118.4

経常収支差引額 ▲1.2 0.02
収支残金 14.4 17.0

収支残金（繰入金除く） 8.4 11.0

保険給付費のおもな内訳� （億円）
医療機関・薬局など 49.7
柔整、針灸、装具など 0.7
2万5千円超自己負担還元（付加金） 1.4
出産育児一時金（付加金含） 2.5
傷病手当金（付加金含） 3.1
出産手当金 0.6

保健事業費のおもな内訳� （億円）
ドック・がん検診補助 3.6
特定健診・保健指導 0.8
健康増進事業 0.1

計 4.5

1.2億円改善、わずかながら黒字

データ安全性向上のため、システム更新

被保険者数、総報酬額の微増により増加

別途積立金とする（決算後残高72億円）

加齢等による医療費増加、傷病手当金増加

財政調整事業拠出金分にあてるため、健康保険料
率内で分別して計上

単年度収支差引額

納付額算出過程の影響による一時的な減少

非常に高額となった医療費の一部を健保連が実施
する事業から受領

健診補助増、新規事業実施の影響

納付金が急増した健保組合に対する国からの補助金

調整保険料収入を健保連に拠出

年度途中の資金繰りに充当

2018年度
決算が
まとまり
ました

健康保険

健康保険� 2019年7月末現在（人）
被保険者 22,928 被扶養者 15,856
うち男子 11,036 うち男子  5,117
　　女子 11,892 　　女子 10,739

事業主 73.3
被保険者 42.9

介護保険

　介護保険は、国が算出し示された介護納付金を納める
ため、健保組合が国に代わって保険料を徴収します。
　納付金算出の総報酬割移行と、長寿化などによる介護給
付費の増加にともなって、介護納付金額が増え続けてい
るため、今後も保険料率の引き上げが必要な見通しです。

収入・支出科目等
決算額（億円）

2017年度 2018年度
介護保険収入 11.9 13.1
繰越金・他 3.1 1.6

収入合計 15.0 14.7
介護納付金・他 13.3 14.2

翌年度繰越額 1.6 0.4

介護保険�2019年7月末現在（人）
加入者 18,306
保険料納付者 13,619

2018年度収入支出決算概要表

健康保険　経常収支の内訳

料率引き上げ(1.15%→1.25%)、2019年度は1.55％。
介護納付金に応じ、引き上げの見通し

総報酬割移行（～ 2020年）、国全体の介護給付費の
影響により増加傾向

年々減少、単年度収支で完結が必要

40歳以上が対象。
加入者は被扶養者も含む。

保険料納入者は
被保険者のみ
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収入

支出

保険料　116.2

国庫補助金等

保険給付費　58.0 納付金　52.8

事務費
その他支出
経常収支黒字

保健事業費　4.5
※四捨五入のため、一部合計の合わない箇所があります。

（2019年9月1日現在）

当健保組合の
現況

（億円）

（保険料率により按分）

（付加金は当健保組合独自の給付）

氏名等はお配りした「Sawayaka」でご覧ください。


